
歳　　入

1 市　税

・市民税

（個人市民税）

※令和6年度の所得割額は、定額減税による462,160千円の減収を見込んだ額。

＊積算根拠　　　　　　　　　

　　　　　　　  

　・均等割     3,000円 × 55,040人  ×  99.20%   ≒    163,799,000円

　・所得割         5,945,830,000円  ×  99.20% 　≒  5,898,263,000円

  ・分離課税退職分    40,000,000円  × 100.00%   ＝　   40,000,000円

                                            計       6,102,062,000円

（法人市民税）
・均等割 （単位：件、千円）

・法人税割（税率8.4%　※令和元年10月1日以降開始の事業年度より12.1%から8.4%に変更）

＊積算根拠　

①

②

（単位：人、千円）

区　　分 令和7年度(A) 令和6年度(B) 比　較(A)-(B)

納税義務者数 55,040 54,117 923

均等割額 163,799 160,743 3,056

所得割額 5,898,263 5,197,501 700,762

分離課税額 40,000 40,000 0

予　算　額 6,102,062 5,398,244 703,818

（調定見込額） （収納率） （予算額）

法　人　件　数 均　等　割　額　
令和7年度 令和6年度
総 数 総 数

9号法人 3,000,000 13 12 39,000 36,000 3,000

8号法人 1,750,000 2 2 3,500 3,500 0

7号法人 410,000 95 92 38,950 37,720 1,230

6号法人 400,000 5 6 2,000 2,400 △ 400

5号法人 160,000 76 78 12,160 12,480 △ 320

4号法人 150,000 23 22 3,450 3,300 150

3号法人 130,000 294 302 38,220 39,260 △ 1,040

2号法人 120,000 12 11 1,440 1,320 120

1号法人 50,000 1,611 1,545 80,550 77,250 3,300

合　　　計 2,131 2,070 219,270 213,230 6,040

（単位：千円）

令和7年度(A) 令和6年度(B) 比較(A)-(B)

1,090,528 718,875 371,653

（調定見込額） （収納率） （予算額）

・均等割　　　 219,270,000円　　× 　99.73% 　 ≒　  218,677,000円

・法人税割 　1,093,481,000円　　×   99.73%  　≒　1,090,528,000円

                             計　①　+　②　   ＝　1,309,205,000円

区　分
均等割額
（円） 令和7年度

(A)
令和6年度

(B)
比　較
(A)-(B)
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・固定資産税

（単位：地積 千㎡、課税標準額 千円）

調整区域 

市街化区域

調整区域 

市街化区域

山 一  般

林 介　在

＊積算根拠

（家屋） （単位:床面積 千㎡、課税標準額 千円）

（土地）

土地に関する調べ（免税点含む）

令和7年度 令和6年度

筆　数 地　積
課税標準額　　

(A)
筆　数 地　積

課税標準額　　
(B)

18,324 19,818 2,267,348 18,334 19,828 2,268,500 △ 1,152

158 75 95,334 158 75 95,789 △ 455

9,038 4,581 260,938 9,070 4,591 261,496 △ 558

1,249 617 1,488,179 1,316 648 1,521,014 △ 32,835

宅  　 地 48,917 13,576 81,513,746 48,591 13,522 81,460,250 53,496

2,089 1,292 40,376 2,096 1,294 40,439 △ 63

746 370 479,857 754 371 481,889 △ 2,032

池     沼 102 74 593 108 80 643 △ 50

原     野 687 210 3,037 709 227 7,354 △ 4,317

雑 種 地 12,072 4,125 18,496,493 12,060 4,102 18,581,092 △ 84,599

合     計 93,382 44,738 104,645,901 93,196 44,738 104,718,466 △ 72,565

（課税標準額）        （免税点以下）　  

104,645,901,000円  －  474,966,000円  ＝  104,170,935,000円

                         （税率）        （税額）

                       ×  1.4％　≒  1,458,393,000円

（税額）         （住宅用地特例税額） （減免見込額）     （調定見込額）

1,458,393,000円  －  (5,193,000円  ＋　2,753,660円)  ≒  1,450,446,000円

（調定見込額）　　 （収納率）       （予算額）

1,450,446,000円　×　99.35％  ≒  1,441,018,000円

令和7年度 令和6年度

床面積
課税標準額

(A)
床面積

課税標準額
(B)

既存分 6,406 210,158,929 6,389 204,945,715 5,213,214

新増分 59 5,185,357 60 5,109,071 76,286

合　計 6,465 215,344,286 6,449 210,054,786 5,289,500

　　　年度      
地目

比　較
(A)-(B)

田

畑

区分
比　較
(A)－(B)

- 9 -



＊積算根拠

   （課税標準額）      （税率）      （税額）

  215,344,286,000円  ×  1.4%  ≒  3,014,820,000円

    （税額）　　   （新築軽減）（減免見込額）（震災特例軽減額） （調定見込額）

　3,014,820,000円－（109,573,000円＋15,090,000円＋177,000円） ＝ 2,889,980,000円

   （調定見込額）    （収納率）      （予算額）

  2,889,980,000円  ×  99.35%  ≒  2,871,195,000円

件　数 件　数

  719   737 

   14    14 

    2     2 

  735   753 

＊積算根拠

  （調定見込額）    （収納率）    （予算額）

 　1,024,396,000円 × 99.35% ≒ 1,017,737,000円

（償却資産）            （単位：千円）

令和7年度 令和6年度

調定見込額
(A)

調定見込額
(B)

市   長   決   定       780,752       775,314 5,438

総 務 大 臣 配 分       235,087       236,044 △ 957

知   事   配   分         8,557         8,566 △ 9

合　　　　計     1,024,396     1,019,924 4,472

（国有資産等所在市町村交付金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （単位：円）

　　　　 　　年度　　　　
 区分

令和7年度(A) 令和6年度(B)
比　較
(A)-(B)

茨城県　管財課             1,967,300             1,970,100 △ 2,800

茨城県　企業局             2,423,600             2,423,600 0

関東財務局                76,300                79,800 △ 3,500

裁  判  所                   300                   300 0

合　　　　計             4,467,500             4,473,800 △ 6,300

　　　　 　　年度　　　　

 区分

比　較
(A)-(B)
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・軽自動車税　

（種別割）

＊積算根拠　

合計  259,669,000円

  （単位：台、円）

令和7年度 令和6年度

50cc以下 2,000 2,749 5,498,000 2,795 5,590,000 △ 92,000

51cc～90cc 2,000 336 672,000 320 640,000 32,000

 91cc～125cc 2,400 1,171 2,810,400 1,124 2,697,600 112,800

ミニカー 3,700 84 310,800 81 299,700 11,100

特定小型原付 2,000 29 58,000 9 18,000 40,000

小　　計 4,369 9,349,200 4,329 9,245,300 103,900

農耕作業用 2,400 1,064 2,553,600 1,075 2,580,000 △ 26,400

特殊作業用 5,900 70 413,000 67 395,300 17,700

小　　計 1,134 2,966,600 1,142 2,975,300 △ 8,700

二　輪　車 3,600 1,242 4,471,200 1,237 4,453,200 18,000

2,700 43 116,100 63 170,100 △ 54,000

7,200 5,017 36,122,400 5,908 42,537,600 △ 6,415,200

10,800 11,398 123,098,400 10,503 113,432,400 9,666,000

12,900 4,162 53,689,800 3,828 49,381,200 4,308,600

小　計 20,620 213,026,700 20,302 205,521,300 7,505,400

1,300 0 0 0 0 0

4,000 669 2,676,000 830 3,320,000 △ 644,000

5,000 1,954 9,770,000 1,734 8,670,000 1,100,000

6,000 1,618 9,708,000 1,587 9,522,000 186,000

小　計 4,241 22,154,000 4,151 21,512,000 642,000

5,500 1 5,500 1 5,500 0

6,900 1 6,900 1 6,900 0

8,200 4 32,800 1 8,200 24,600

小　計 6 45,200 3 20,600 24,600

3,000 63 189,000 90 270,000 △ 81,000

3,800 162 615,600 150 570,000 45,600

4,500 30 135,000 28 126,000 9,000

小　計 255 939,600 268 966,000 △ 26,400

小　　計 26,364 240,636,700 25,961 232,473,100 8,163,600

二輪の小型自動車 6,000 1,672 10,032,000 1,617 9,702,000 330,000

合　　　　計 33,539 262,984,500 33,049 254,395,700 8,588,800

　　　　　　　　　　　　（調定見込額）   （収納率）         （予算額）
　　原動機付自転車　　　　9,349,200円　×　98.74％　　≒　　9,231,000円

　　小型特殊自動車　　　　2,966,600円　×　98.74％　　≒　　2,929,000円

　　軽自動車　　　　　　240,636,700円　×　98.74％　　≒　237,604,000円

　　２輪の小型自動車　　 10,032,000円　×　98.74％　　≒　　9,905,000円　

（環境性能割）

＊積算根拠　　　 

  県税収見込　22,276,000円(予算額）

区　　　分
税額

（円）
比　較
(C)-(D) 課税台数

(A)
調定額
(C)

課税台数
(B)

調定額
(D)

原
動
機
付
自
転
車

小
型
特
殊

乗　　用

貨　　物

乗　　用

貨　　物

軽
自
動
車

4
輪
以
上
の
も
の

自
家
用

営
業
用
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・市たばこ税 （単位：本、円）

＊積算根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・令和7年度たばこ販売本数見込み(令和6年度販売本数見込み×増減率) 

  97,937,244本×△0.53％＝97,418,176本

・従量割

  97,418,176本×6,552円/1,000本≒638,283,000円

※令和3年10月1日から税率改正。1,000本あたり6,122円から6,552円。

・都市計画税
（土地） 納税義務者数及び課税標準額（免税点以上） （単位：人、千円）

※納税義務者数の合計は、法人も含めた実数である。

＊積算根拠

（家屋）  （単位:床面積 千㎡、課税標準額 千円）

＊積算根拠

    　 （課税標準額）    （税率）        (税額)

 　   185,332,000,000円 × 0.3%  ≒  555,996,000円

        (税額) 　 　  　 （減免見込額）（ 震災特例軽減額）  （調定見込額）

   　 555,996,000円   －  （587,000円   +   17,000円）   ＝ 555,392,000円

   　 （調定見込額）　 （収納率）     （予算額）

      555,392,000円　 ×　99.35%  ≒　551,781,000円

区　　　分 令和7年度(A) 令和6年度(B) 比　較(A)-(B)

課税標準本数 97,418,176 97,434,520 △ 16,344

税　　　　額 638,283,000 638,390,000 △ 107,000

年度 令和7年度 令和6年度 比　較

項目

土　地 27,313 122,490,974 27,179 122,424,086 134 66,888

（課税標準額）　　

122,490,974,000円　×　税率0.3％ ≒　367,472,000円

（税額）　     （住宅用地特例税額） （減免見込額）　（調定見込額）

367,472,000円   －  (647,000円   +   530,669円)  ≒   366,294,000円

（調定見込額）　　   （収納率）      （予算額）

366,294,000円　　×　　99.35％  　≒　363,913,000円

令和7年度 令和6年度

床面積 課税標準額(A) 床面積 課税標準額(B)

既存分 5,157 180,851,000 5,123 176,345,000 4,506,000

新増分 51 4,481,000 52 4,405,334 75,666

合計 5,208 185,332,000 5,175 180,750,334 4,581,666

納税義務者数
(A)

課税標準額
(C)

納税義務者数
(B)

課税標準額
(D)

(A)-(B) (C)-(D)

区分
比　較
(A)-(B)
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＜個人市民税＞ （単位： 千円）

調定額 徴収率 収入額
98,244 48.05% 47,206 ・・・・・・（（AA））

　（参考）

項　　目 調定額 徴収率 収入額 不納欠損額 収入未済額
R6年度現年度分 5,411,822 99.01% 5,358,245 0 53,577

R6年度滞納繰越分 106,891 48.44% 51,778 10,446 44,667
合　　計 5,518,713 5,410,023 10,446 98,244

＜法人市民税＞

調定額 徴収率 収入額
4,166 46.26% 1,927 ・・・・・・（（BB））

　（参考）

項　　目 調定額 徴収率 収入額 不納欠損額 収入未済額
R6年度現年度分 1,294,887 99.85% 1,292,944 0 1,943

R6年度滞納繰越分 4,444 40.95% 1,820 401 2,223
合　　計 1,299,331 1,294,764 401 4,166

＜固定資産税＞

調定額 徴収率 収入額
67,351 56.05% 37,750 ・・・・・・（（CC））

　（参考）

項　　目 調定額 徴収率 収入額 不納欠損額 収入未済額
R6年度現年度分 5,290,455 99.17% 5,246,544 0 43,911

R6年度滞納繰越分 63,976 53.13% 33,992 6,544 23,440
合　　計 5,354,431 5,280,536 6,544 67,351

＜軽自動車税＞

調定額 徴収率 収入額
7,963 32.97% 2,625 ・・・・・・（（DD））

　（参考）

項　　目 調定額 徴収率 収入額 不納欠損額 収入未済額
R6年度現年度分 254,395 98.58% 250,783 0 3,612

R6年度滞納繰越分 7,865 31.95% 2,513 1,001 4,351
合　　計 262,260 253,296 1,001 7,963

＜都市計画税＞

調定額 徴収率 収入額
11,519 56.05% 6,456 ・・・・・・（（EE））

　（参考）

項　　目 調定額 徴収率 収入額 不納欠損額 収入未済額
R6年度現年度分 907,192 99.17% 899,662 0 7,530

R6年度滞納繰越分 10,879 53.13% 5,781 1,109 3,989
合　　計 918,071 905,443 1,109 11,519

9955,,996644 千千円円

    令令和和77年年度度  市市税税滞滞納納繰繰越越分分  予予算算積積算算資資料料

令令和和77年年度度　　滞滞納納繰繰越越分分見見込込額額

令和7年度　滞納繰越調定積算表（令和6年度収入見込み）

令令和和77年年度度　　滞滞納納繰繰越越分分見見込込額額

令和7年度　滞納繰越調定積算表（令和6年度収入見込み）

令令和和77年年度度　　滞滞納納繰繰越越分分見見込込額額

令和7年度　滞納繰越調定積算表（令和6年度収入見込み）

令令和和77年年度度　　滞滞納納繰繰越越分分見見込込額額

令和7年度　滞納繰越調定積算表（令和6年度収入見込み）

令令和和77年年度度　　滞滞納納繰繰越越分分見見込込額額

令和7年度　滞納繰越調定積算表（令和6年度収入見込み）

＜＜各各税税目目のの収収入入額額合合計計＞＞ （（AA））++（（BB））++（（CC））++（（DD））++（（EE））＝＝
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（単位：千円、％）

令和7年度 令和6年度 増減額 増減率 概            要

2 334,606 333,042 1,564 0.5

自動車重量譲与税         246,000 242,000 4,000 1.7

道路特定財源の一般財源化に伴い、市町村道整備
の財源としての使途制限を廃止。自動車重量税総
額の100分の40.7が市町村に譲与されるもので、道
路の延長及び面積に按分して譲与される。         

地方揮発油譲与税 75,000 77,000 △ 2,000 △ 2.6

道路特定財源の一般財源化に伴い、地方道路譲与
税の名称を地方揮発油譲与税に改正。地方揮発油
税総額の100分の42が道路の延長及び面積に按分し
て市町村に譲与される。

森林環境譲与税 13,606 14,042 △ 436 △ 3.1
森林環境税収入に相当する額の10分の9に相当する
金額を、市町村に対し、私有林人工林面積、林業
就業者数、人口に按分して譲与される。

3 13,000 6,000 7,000 116.7
個人の納めた県民税利子割の100分の59.4に相当す
る金額を、市町村に対し、個人県民税の額に按分
して交付される。

4 92,000 75,000 17,000 22.7
県に納入された配当割額の100分の59.4に相当する
金額を、市町村に対し、個人県民税の額に按分し
て交付される。

5 149,000 89,000 60,000 67.4
県に納入された株式等譲渡所得割額の100分の59.4
に相当する金額を、市町村に対し、個人県民税の
額に按分して交付される。

6 205,000 190,000 15,000 7.9
県に納入された法人事業税額の100分の7.7に相当
する金額を、市町村に対し、従業者数の割合に応
じて交付される。

7 2,557,000 2,412,000 145,000 6.0

一般分 1,053,000 994,000 59,000 5.9

地方消費税の2分の1に相当する金額のうち、地方
消費税の引上げ前の従前分について、直近の国勢
調査の人口、事業所統計の従業者数に按分して交
付される。

社会保障財源化分 1,504,000 1,418,000 86,000 6.1
地方消費税の2分の1に相当する金額のうち、地方
消費税の引上げ分について、直近の国勢調査の人
口に按分して交付される。

8 56,000 59,000 △ 3,000 △ 5.1
県に納入された当該市町村に所在するゴルフ場に
係るゴルフ場利用税の10分の7に相当する金額が交
付される。

9 39,000 36,000 3,000 8.3

消費税率引上げに伴い、自動車取得税に代わり導
入された自動車税環境性能割について、県に納入
された金額の100分の40.85に相当する金額が市町
村に道路の延長及び面積に按分して交付される。

10 88,000 555,160 △ 467,160 △ 84.1

住宅借入金等特別
税額控除減収補てん
特例交付金

85,000 93,000 △ 8,000 △ 8.6

所得税から個人市民税への税源移譲により、所得
税で控除しきれない住宅借入金等特別税額控除
(ローン控除)が個人市民税から控除されることに
伴い、市町村に生じる減収を補てんするため交付
される。

新型コロナウイルス
感染症対策地方税減
収補てん特別交付金

3,000 0 3,000 皆増

地方税法に規定される課税標準の特例措置によ
り、市町村に生じる固定資産税及び都市計画税の
減収を補填するために交付される（令和6年までは
補正予算で計上）。

定額減税減収補てん
特例交付金

0 462,160 △ 462,160 皆減

賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担
軽減及びデフレ脱却のための一時的な措置とし
て、令和6年度分個人市民税の減税が実施されたこ
とに伴い、市町村に生じる減収を補てんするため
交付されたもの。

歳  入  項  目

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割
交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税
交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金        
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（単位：千円、％）

令和7年度 令和6年度 増減額 増減率 概            要歳  入  項  目

11 8,730,000 8,810,000 △ 80,000 △ 0.9

普通交付税 8,360,000 8,440,000 △ 80,000 △ 0.9

国税のうち所得税･法人税･酒税･消費税･地方法人
税を原資とし、基準財政需要額が基準財政収入額
を超える団体に交付される。
　令和6年度当初算定実績　　 　8,595,725千円
 (令和6年度当初算定実績との差  △235,725千円)
　※令和6年度再算定後実績　 　9,077,813千円
 (令和6年度再算定後実績との差 △717,813千円)

特別交付税 370,000 370,000 0 0.0
普通交付税で補捉されない特別の財政需要に対
し、地方交付税総額の6％を財源に交付される。

12 12,000 12,000 0 0.0
交通安全施設整備の財源として交付されるもの
で、交付基準は交通事故発生件数と人口集中地区
人口が基礎となり交付される。

13 172,489 157,080 15,409 9.8

民間保育園入所児保護者負担金、取手北相馬休日
夜間緊急診療所運営費負担金、常総地域病院群輪
番制病院運営費負担金、放課後児童対策事業保護
者負担金等

14 291,383 284,669 6,714 2.4

・使用料(自転車駐車場、公立保育所、道路、住
宅、公園、体育館、公民館等)
・手数料(戸籍関係、し尿処理、粗大ごみ収集運
搬、建築確認等)

15 7,745,518 6,467,502 1,278,016 19.8

各事業及び事務にかかる負担金、補助金、委託金
(生活保護費負担金1,866,225千円、子どものため
の教育･保育給付費負担金1,319,851千円、自立支
援給付費負担金1,178,000千円等)

16 3,285,386 2,715,947 569,439 21.0 各事業及び事務にかかる負担金、補助金、委託金

17 64,198 63,366 832 1.3 土地建物貸付収入、利子及び配当金等

18 3,000,312 2,000,312 1,000,000 50.0
平和基金寄附金、ふるさと取手応援寄附金、みど
りの基金寄附金等

・基金繰入金

ふるさと取手応援基金繰入金2,446,378千円、財政
調整基金繰入金800,000千円、減債基金繰入金
300,000千円、地域振興基金繰入金225,690千円、
公共施設整備基金繰入金83,557千円、みどりの基
金繰入金11,806千円、学校施設整備基金繰入金
9,861千円等

・特別会計繰入金

介護保険特別会計繰入金5,836千円、後期高齢者医
療特別会計繰入金100千円、国民健康保険事業特別
会計繰入金1千円

20 500,000 500,000 0 0.0 令和6年度からの繰越金

21 964,983 767,167 197,816 25.8
市税延滞金、市預金利子、貸付金元利収入、受託
事業収入、収益事業収入、給食事業収入、雑入等

22 3,566,800 1,243,000 2,323,800 187.0

民生債、農林水産業債、商工債、土木債、消防
債、教育債、防災対策事業債、緊急防災・減災事
業債、公共施設等適正管理推進事業債、緊急自然
災害防止対策事業債、こども・子育て支援事業債

0 100,000 △ 100,000 皆減

 令和6年度実績　　　 　    106,840千円
(令和6年度実績との差  　 △106,840千円)
※国の令和7年度地方財政対策より、令和7年度の
新規発行予定額なし

地方交付税

交通安全対策
特別交付金

分担金及び負担金                 

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰越金

諸収入

市債

うち臨時財政対策債

19 繰入金 3,895,755 2,576,250 1,319,505 51.2

※令和6年度は国の補正予算において、地方交付税が増額され、普通交付税の再算定が行われた。
[内容]普通交付税の調整率減額分の遡及算定を行うとともに、「臨時経済対策費」、「給与改定費」、
　　　「臨時財政対策債償還基金費」が臨時費目として創設された。
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